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関市第６次総合計画の基本構想及び基本計画について（諮問） 

 

 

 人口減少・少子高齢化が進む関市では、縮みゆく社会への対応が喫緊の課題

です。私たちは、多様な主体が活躍し、市外からも人々を惹きつける共創が生

み出す活気あふれるまちを創出することを目指します。 

 この実現のためには、地域コミュニティの維持・再生に加え、産業の集積と

雇用の充実を図り、さらに多様な子育て支援や健やかな暮らしの環境整備を通

じて安心で快適な暮らしの実現に取り組む必要があります。 

 これらの複雑な課題に対応し、市民が共感・参画できる関市第６次総合計画

を策定するため、関市総合計画審議会設置条例第２条の規定に基づき、貴審議

会の専門的な知見と幅広い視点からのご意見を賜りたく、ここに諮問いたしま

す。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

 関市が戦略的に進めるべき政策や将来の都市像を明確にした「基本構想」

並びに総合的かつ計画的に行政運営を行うための施策方針を示した「基本計

画」について、市政の課題を着実に解決し、持続可能な自治体を構築する観

点から、貴審議会の意見を求めます。 

資料１ 



  



 

関市総合計画審議会設置条例 

 

昭和42年12月26日関市条例第29号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３

項の規定に基づき、関市総合計画審議会の設置、組織及び運営に関する事

項を定めることを目的とする。 

（設置） 

第２条 市長の諮問に応じて、市の総合計画の調整その他その実施に関し

必要な調査及び審議を行うため、関市総合計画審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員20名以内で組織し、その委員は、次に掲げる者の

うちから市長が委嘱する。 

(１) 農業委員会、教育委員会等の委員 

(２) 公共的団体等の役員 

(３) 学識経験を有する者 

(４) 前３号に掲げる者のほか市長が必要と認める者 

２ 市長は、委員が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、これ

を解嘱することができる。 

(１) 職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

(２) 職務上の義務に違反し、又はその職務を怠ったとき。 

(３) 委員としてふさわしくない非行があったとき。 

（任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠により委員となった者

の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

（ 参 考 ） 



２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

（部会の設置） 

第７条 会長は、市長と協議のうえ審議会に専門の事項を調査、審議する

ため、必要に応じ部会を設置することができる。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、市長の定める機関において行う。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長

が定める。 

 


